
特定船舶導入計画認定制度
申請要領

国土交通省海事局

～造船事業者（外航）向け～



認定事業基盤強化事業者から
提出する書類一覧

【導入を行おうとする特定船舶に関する書類】
• 特定船舶建造計画書（様式１）・・・・・・・・２

• 契約船価概要書（様式２）・・・・・・・・・・３

• 製造仕様概要書（様式３）・・・・・・・・・・４

• 工事予定線表及び工数山積表（様式４）・・・・５

• 特定船舶使用明細表（様式５）・・・・・・・・６

【品質基準に関する書類】
• 品質向上に係る技術基準適合状況報告書・・・・８
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 特定船舶の建造する造
船事業者に関する以下の
事項を記載すること。
・事業者名
・本社の住所
・事業基盤強化計画認
定番号（計画期間中の
ものに限る）
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【総トン数】
 トン数法に基づく総トン数
を記載すること。

 輸出船にあっては準拠す
る測度規則による数値及
び測度規則名を括弧内
に併記すること。

【載貨重量トン数】
 国内船はメトリックトンで
記載すること。

 輸出船はメトリックトン又
はロングトンにて単位を明
示して記載すること。

【主要寸法】
 長さは垂線間長を、幅は
型幅を、深さは型深さを
記載すること。

【航海速力】
 条件を明示して記載する
こと。

（例：バラスト状態、15%シー
マージン、85%出力において）
【航行区域】
 遠洋、近海、沿海、平水
区域の別を記載すること。

 造船法により許可等され
ている船台名称・番号を
記載すること。

特定船舶を建造する造船所（認定事業基盤強
化事業者）から海事局船舶産業課へ提出



 当該特定船舶の契約船
価に関し、該当する事項
については具体的数値で
記載すること。

 特定船舶の契約において
延払分支払保証などの特
記事項があれば、具体的
に記載すること。

 契約船価の内訳について、
表の項目に沿って記載す
ること。

特定船舶を建造する造船所（認定事業基盤強
化事業者）から海事局船舶産業課へ提出
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 特定船舶の仕様について、
具体的に記載すること。

 該当しない項目について
は、横線又は斜線等によ
りその旨表記すること。

特定船舶を建造する造船所（認定事業基盤強
化事業者）から海事局船舶産業課へ提出
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 現時点から3年間の工
事予定線表を船番とと
もに記載すること。

 線表は船台ごとに作成
すること。

 社内工、社外工に分け、
それぞれ２時間残業を
前提として算出した月
間工事能力を記載する
こと。

 社内工、社外工の人数
は申請時点の数値で記
載すること

 新造船の工事予定につ
いて既契約船と未契約
船の別を明らかにして記
載すること。

 注文者、船種・船型に
ついては、線表にて記載
している場合は省略可

 当該船台に製造し得る最
大船舶の総トン数と過去に
製造した最大船舶の総ト
ン数を記載すること。

特定船舶を建造する造船所（認定事業基盤強
化事業者）から海事局船舶産業課へ提出

5



 特定船舶の船主
に関する情報を
記載すること。

 船主が海外SPC
の場合、実質的
な船主（裏船
主）に関する情
報を記載すること。

特定船舶を建造する造船所（認定事業基盤強
化事業者）から海事局船舶産業課へ提出
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 特定船舶を運航する予定
のオペレータに関する事項
を記載してください

7



 ISO9001の認定を受けて
いない場合は様式１に記
載してください。

特定船舶を建造する造船所（認定事業基盤強
化事業者）から海事局船舶産業課へ提出

 左欄に掲げる認定基準
について、右欄に適合状
況の概要を記載するとと
もに、品質マニュアル及
び関連規程の該当箇所
（文書番号、章・節番号、
ページ番号等）をそれぞ
れ記載してください。

 関連する社内規格を添
付してください。

 社内規格が多く、添付す
ることが困難な場合は社
内規格の関係部分の目
次を添付してください。

 添付別表に各工程にお
いて導入している検査設
備について具体的に記載
して下さい（P21参照）。
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 左欄に掲げる認定基準
について、右欄に適合状
況の概要を記載するとと
もに、品質マニュアル及び
関連規程の該当箇所
（文書番号、章・節番号、
ページ番号等）をそれぞ
れ記載してください。
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 左欄に掲げる認定基準
について、右欄に適合状
況の概要を記載するとと
もに、品質マニュアル及び
関連規程の該当箇所
（文書番号、章・節番号、
ページ番号等）をそれぞ
れ記載してください。
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 品質管理推進責任者として
選任された者の役職及び連
絡先を記載してください。
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特定船舶を建造する造船所（認定事業基盤強
化事業者）から海事局船舶産業課へ提出

 ISO9001の認定を受けて
いる場合は様式２に記載
してください。

 左欄に掲げる認定基準
について、右欄に適合状
況の概要を記載するとと
もに、品質マニュアル及
び関連規程の該当箇所
（文書番号、章・節番号、
ページ番号等）をそれぞ
れ記載してください。

 関連する社内規格及び
ISO9001の登録証を添
付してください。

 社内規格が多く、添付す
ることが困難な場合は社
内規格の関係部分の目
次を添付してください。

 添付別表に各工程にお
いて導入している検査設
備について具体的に記載
して下さい（P21参照）。
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 左欄に掲げる認定基準
について、右欄に適合状
況の概要を記載するとと
もに、品質マニュアル及び
関連規程の該当箇所
（文書番号、章・節番号、
ページ番号等）をそれぞ
れ記載してください。

 品質管理推進責任者とし
て選任された者の役職及び
連絡先を記載してください。
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 各工程において導入している検査設備を1つ以
上記載してください。

 ただし、該当する検査設備の種類が多い場合
には、代表的な検査設備のみの記載でも差し
支えありません。

 事業内容が船舶製造・修繕業に該当す
る場合には、上半分（船舶又は船体の
製造又は修繕をする事業活動）について
記載してください。

 事業内容が舶用品の製造業・修繕業、
その他の事業に該当する場合には、下
半分（その他の事業活動）について記載
してください。

 品質告示備考１０に基づ
き、検査設備を用いた検
査を行わないことも可能で
すが、その場合にはその代
替措置について具体的に
記載してください。
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国土交通省海事局船舶産業課 船舶産業高度化基盤整備室
岩城・久保・稲吉

TEL : 03-5253-8634
Mail : hqt-senpaku-kibankyouka@gxb.mlit.go.jp

問い合わせ先

特定船舶導入計画認定制度に関する詳細な情報や申請様式つ
きましては、国土交通省海事局のウェブサイト（事業基盤強化・特
定船舶導入計画（海事産業強化法））に掲載されていますので、
ご活用ください。

URL：https://www.mlit.go.jp/maritime/maritime_tk5_000068.html
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